
平
成

年
度
志
賀
町
の
決
算
は
、
志
賀
原

子
力
発
電
所

号
機
に
係
る
固
定
資
産
税
の

大
幅
な
増
収
に
と
も
な
い
、
積
極
的
な
建
設

事
業
の
推
進
と
住
民
福
祉
の
向
上
、
将
来
の

財
政
負
担
に
配
慮
し
た
基
金
の
積
立
、
能
登

半
島
地
震
の
災
害
復
旧
・
復
興
な
ど
を
行

い
、過
去
最
大
の
決
算
規
模
と
な
り
ま
し
た
。

一
般
会
計
で
は
、
市
街
地
を
整
備
す
る
ま

ち
づ
く
り
交
付
金
事
業
や
各
種
産
業
基
盤
整

備
事
業
、
学
校
施
設
の
整
備
、
災
害
復
旧
事

業
な
ど
を
重
点
的
に
実
施
。特
別
会
計
で
は
、

下
水
道
整
備
事
業
の
促
進
や
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ

ビ
整
備
事
業
に
本
格
着
手
し
、
公
営
企
業
会

計
で
は
、
水
道
事
業
で
志
賀
地
域
の
水
源
を

富
来
地
域
へ
配
水
す
る
事
業
な
ど
を
実
施

し
、
第
一
次
志
賀
町
総
合
計
画
の
テ
ー
マ
に

掲
げ
る

夢
・
未
来
の
創
造

笑
顔
あ
ふ
れ

る
能
登
ふ
れ
あ
い
の
郷

の
実
現
に
向
け
て

ま
い
進
し
ま
し
た
。

一般会計・特別会計決算

区 分 歳 入 歳 出

一般会計 億 万 千円 億 万 千円

国民健康保険特別会計 億 万 千円 億 万 千円

老人保健特別会計 億 万 千円 億 万 千円

農業集落排水事業特別会計 億 万 千円 億 万 千円

公共下水道事業特別会計 億 万 千円 億 万 千円

地域し尿処理施設整備事業特別会計 万 千円 万 千円

介護保険特別会計 億 万 千円 億 万 千円

町立診療所事業特別会計 億 万 千円 億 万 千円

簡易水道事業特別会計 万 千円 万 千円

ケーブルテレビ事業特別会計 億 万 千円 億 万 千円

公営企業会計決算

区 分 収 入 支 出

水道事業会計
収益的 億 万 千円 億 万 千円

資本的 億 万 千円 億 万 千円

町立富来病院事業会計
収益的 億 万円 億 万 千円

資本的 万 千円 億 万円

基金と地方債現在高

区 分 基 金 地 方 債

一般会計 億 万円 億 万 千円

国民健康保険特別会計 億 万 千円 ─

老人保健特別会計 ─ ─

農業集落排水事業特別会計 ─ 億 万 千円

公共下水道事業特別会計 万円 億 万 千円

地域し尿処理施設整備事業特別会計 ─ 億 万 千円

介護保険特別会計 万 千円 ─

町立診療所事業特別会計 ─ ─

簡易水道事業特別会計 万 千円 億 万 千円

ケーブルテレビ事業特別会計 ─ 億 万円

水道事業会計（ 減債積立金） 億 万円 億 万 千円

町立富来病院事業会計 ─ 億 万 千円

一般会計の主な事業
【ハード事業】

・ショートステイ整備事業 億 万円
・赤崎漁港海岸高潮対策事業 万円
・領家漁港整備事業 万円
・まちづくり交付金事業 億 万円
・消火栓新設事業 万円
・小学校施設整備事業 億 万円
・統合中学校建設事業 億 万円
・地区公民館改修事業 万円
・能登半島地震災害復旧費 億 万円

【ソフト事業】
・能登半島地震災害見舞金 万円
・行政改革推進事業 万円
・コミュニティバス運行経費 万円
・財政調整基金積立金 億 万円
・能登半島地震災害救助費 万円
・県被災者再建支援事業 億 万円
・能登半島地震廃棄物処理費 億 万円
・乳幼児児童医療費助成事業 万円
・児童手当支給事業 億 万円
・障害者自立支援給付事業 億 万円
・高生産性農業集積事業 万円
・商工会助成事業 万円
・中学校部活動事業 万円
・文化振興特別事業 万円

一般会計の主な事業
【ハード事業】

・ショートステイ整備事業 億 万円
・赤崎漁港海岸高潮対策事業 万円
・領家漁港整備事業 万円
・まちづくり交付金事業 億 万円
・消火栓新設事業 万円
・小学校施設整備事業 億 万円
・統合中学校建設事業 億 万円
・地区公民館改修事業 万円
・能登半島地震災害復旧費 億 万円

【ソフト事業】
・能登半島地震災害見舞金 万円
・行政改革推進事業 万円
・コミュニティバス運行経費 万円
・財政調整基金積立金 億 万円
・能登半島地震災害救助費 万円
・県被災者再建支援事業 億 万円
・能登半島地震廃棄物処理費 億 万円
・乳幼児児童医療費助成事業 万円
・児童手当支給事業 億 万円
・障害者自立支援給付事業 億 万円
・高生産性農業集積事業 万円
・商工会助成事業 万円
・中学校部活動事業 万円
・文化振興特別事業 万円

夢
・
未
来
の
創
造

笑
顔
あ
ふ
れ
る

能
登
ふ
れ
あ
い
の
郷

づ
く
り
に
向
け
て



【歳入 用語の解説】
・町税 住民税、固定資産税
等

・各種譲与税及び交付金 国
が各種制度により徴収し、
町へ配分するもの

・地方交付税 国税から一定
の基準に基づいて地方に交
付される交付金

・分担金及び負担金 事業の
受益者負担金

・国・県支出金 国・県から
の事業補助金等

・繰入金 基金（貯金）から
取り崩すもの

・町債 町の建設事業に充て
る借入金（借入金の多くは、
国から地方交付税として町
に補てんされます。）

・その他 施設使用料・手数
料、諸収入等

財財政政健健全全化化判判断断比比率率及及びび資資金金不不足足比比率率のの公公表表財政健全化判断比率及び資金不足比率の公表
夕夕張張市市ののよよううなな財財政政破破綻綻をを未未然然にに防防ぐぐたためめ、、平平成成 年年 月月にに財財政政健健全全化化法法がが成成立立しし、、町町のの財財政政がが健健全全かかどどううかか夕張市のような財政破綻を未然に防ぐため、平成 年 月に財政健全化法が成立し、町の財政が健全かどうか

をを判判断断すするるたためめ、、次次のの 指指標標かかららななるる 財財政政健健全全化化判判断断比比率率 及及びび 資資金金不不足足比比率率 のの公公表表がが義義務務付付けけらられれままししたた。。を判断するため、次の 指標からなる 財政健全化判断比率 及び 資金不足比率 の公表が義務付けられました。
指指標標ととはは、、 実実質質赤赤字字比比率率 連連結結実実質質赤赤字字比比率率 実実質質公公債債費費比比率率 将将来来負負担担比比率率でで、、ここれれららののううちち指標とは、 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率で、これらのうち
つつででもも 国国がが定定めめるる基基準準をを超超ええるるとと、、そそのの町町でではは 健健全全化化計計画画 をを策策定定しし、、国国のの指指導導下下にに置置かかれれるるここととににつでも 国が定める基準を超えると、その町では 健全化計画 を策定し、国の指導下に置かれることに

ななりりまますす。。なります。
志志賀賀町町でではは、、平平成成 年年度度決決算算額額ををももととにに各各指指標標をを算算出出ししたたととこころろ、、いいずずれれのの比比率率ににおおいいててもも国国のの基基準準をを大大きき志賀町では、平成 年度決算額をもとに各指標を算出したところ、いずれの比率においても国の基準を大き

くく下下回回りり、、町町財財政政はは健健全全ででああるるとといいううここととがが判判断断ででききままししたた。。く下回り、町財政は健全であるということが判断できました。

指標の区分 指 標 の 内 容 国の指導基準

実質赤字比率 普通会計の実質赤字の標準財政規模に対する比率 当町は 以上

連結実質赤字比率 全会計の実質赤字等の標準財政規模に対する比率 当町は 以上

実質公債費比率 普通会計の公債費及び公債費に準ずる実質的な負担額
の標準財政規模に対する比率 以上

将来負担比率 公営企業、出資法人を含めた普通会計の実質的負債の
標準財政規模に対する比率 以上

資金不足比率 公営企業の資金不足額の事業の規模に対する比率 以上

指標の区分 指 標 の 内 容 国の指導基準

実質赤字比率 普通会計の実質赤字の標準財政規模に対する比率 当町は 以上

連結実質赤字比率 全会計の実質赤字等の標準財政規模に対する比率 当町は 以上

実質公債費比率 普通会計の公債費及び公債費に準ずる実質的な負担額
の標準財政規模に対する比率 以上

将来負担比率 公営企業、出資法人を含めた普通会計の実質的負債の
標準財政規模に対する比率 以上

資金不足比率 公営企業の資金不足額の事業の規模に対する比率 以上

指標の区分 算 出 値 備 考

実質赤字比率 ％ 一般会計が黒字決算であるため。

連結実質赤字比率 ％ 一般、特別・企業会計とも黒字決算であるため。

実質公債費比率 ． ％ 平成 年度 年度の ヶ年平均値

将来負担比率 ． ％

資金不足比率 ％ 全公営企業会計で資金不足が生じていないため
（水道・病院・下水道・簡易水道事業）

指標の区分 算 出 値 備 考

実質赤字比率 ％ 一般会計が黒字決算であるため。

連結実質赤字比率 ％ 一般、特別・企業会計とも黒字決算であるため。

実質公債費比率 ． ％ 平成 年度 年度の ヶ年平均値

将来負担比率 ． ％

資金不足比率 ％ 全公営企業会計で資金不足が生じていないため
（水道・病院・下水道・簡易水道事業）

【歳出 用語の解説】
・議会費 町議会に関する経
費

・総務費 庁舎管理や他の経
費に属さない経費

・民生費 住民の福祉に属す
る経費

・衛生費 保健事業や環境対
策に関する経費

・労働費 住民の労働対策に
関する経費

・農林水産業費 農林水産業
の振興に関する経費

・商工費 商工業、観光、企
業誘致に関する経費

・土木費 道路や河川の整備
経費

・消防費 消防、交通安全対
策経費

・教育費 学校教育や生涯学
習の振興経費

・災害復旧費 災害時の復旧
経費

・公債費 町の借入金の元金
及び利子

指指標標及及びび資資金金不不足足比比率率のの定定義義指標及び資金不足比率の定義

志志賀賀町町のの算算出出ししたた指指標標志賀町の算出した指標

一一般般会会計計のの状状況況一般会計の状況



　

■
住
民
課
国
保
年
金
係　
　

32-

９
１
２
１

〇
平
成
20
年
４
月
か
ら
８
月
の
間
に
、
後

期
高
齢
者
医
療
に
加
入
さ
れ
た
方
で
、
当

制
度
に
加
入
す
る
直
前
ま
で
被
用
者
保
険

（
国
民
健
康
保
険
以
外
の
保
険
）
の
被
扶

養
者
で
あ
っ
た
方
は
、
10
月
か
ら
保
険
料

を
お
支
払
い
い
た
だ
き
ま
す
。　

　

75
歳
の
誕
生
日
が
来
て
後
期
高
齢
者
医

療
制
度
に
加
入
さ
れ
た
方
は
、
誕
生
月
の

翌
々
月
に
保
険
料
の
案
内
通
知
が
お
手
元

に
届
き
ま
す
の
で
、
そ
れ
か
ら
保
険
料
を

お
支
払
い
た
だ
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。　

〇
保
険
料
の
お
支
払
い
方
法
は
、
原
則
年

金
天
引
き
で
す
。
た
だ
し
、
年
金
受
給
金

が
年
額
18
万
円
未
満
の
方
や
、
介
護
保
険

料
と
後
期
高
齢
者
医
療
の
保
険
料
を
合
わ

役
場
職
員
を
名
乗
る

振
り
込
め
詐
欺
に
ご
注
意
を
！

×
還
付
金
が
あ
る
と
言
っ
て

　

Ａ
Ｔ
Ｍ
（
キ
ャ
ッ
シ
ュ
コ
ー
ナ
ー
）

　

ま
で
い
か
せ
る

×
Ａ
Ｔ
Ｍ
を
操
作
さ
せ
、
お
金

　

を
振
り
込
ま
せ
る
。　
　

　

役
場
か
ら
保
険
料

　

お
支
払
の
ご
案
内

　

や
還
付
す
る
際
は
、

　

Ａ
Ｔ
Ｍ
の
操
作
を

　

求
め
ま
せ
ん
。

　

〜
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
の
お
知
ら
せ
〜

せ
た
額
が
年
金
受
給
金
の
２
分
の
１
を
超

え
る
方
に
つ
い
て
は
、
納
付
書
・
口
座
振

替
等
で
納
め
て
頂
き
ま
す
。
※
保
険
料
の

案
内
通
知
に
納
付
書
が
同
封
さ
れ
て
い
ま
す
。

【
納
付
書
が
届
い
た
方
へ
】

　

納
付
書
が
届
い
た
方
は
、
納
期
限
ま
で

に
お
近
く
の
金
融
機
関
、
ま
た
は
役
場
会

計
課
に
て
お
支
払
い
下
さ
い
。

　

納
付
書
に
書
か
れ
た
納
期
限
を
過
ぎ
て

も
、
保
険
料
の
お
支
払
い
が
確
認
で
き
な

い
場
合
に
は
、
住
民
課
の
職
員
が
電
話
・

訪
問(

身
分
証
等
を
必
ず
携
帯
し
て
い
ま

す
の
で
、
ご
確
認
下
さ
い)

さ
せ
て
頂
く

場
合
が
あ
り
ま
す
。

　

納
期
限
ま
で
の
お
支
払
い
に
ご
協
力
を

お
願
い
し
ま
す
。

　

年
金
天
引
き
以
外
の
方
は
、
お
支
払
い

が
便
利
な
口
座
振
替
を
ご
利
用
く
だ
さ

い
。（
申
込
み
が
必
要
で
す
。）　



①
他
の
健
康
保
険
に
加
入

   

し
た
と
き

　
　
　

⇦　

　

国
保
喪
失
の
手
続
き
が

　

必
要
で
す
。

手
続
き
に
必
要
な
も
の

・
新
し
く
加
入
し
た
健
康

　

保
険
証

・
国
民
健
康
保
険
の
保
険
証

・
印
鑑

②
職
場
の
健
康
保
険
を

   

や
め
た
と
き　

　
　
　

⇦

　　

国
保
加
入
の
手
続
き
が

　

必
要
で
す
。

手
続
き
に
必
要
な
も
の

・
職
場
の
健
康
保
険
を

　

や
め
た
証
明
書

・
印
鑑

① 

保
険
証
の
交
付

③ 

古
い
保
険
証
は

② 

保
険
証
が
届
い
た
ら

　

被
保
険
者
証
は
１
人
１
枚

交
付
さ
れ
ま
す
。
被
保
険
者

全
員
分
の
被
保
険
者
証
を
世

帯
主
宛
に
配
達
記
録
郵
便
に

て
郵
送
し
ま
し
た
。た
だ
し
、

短
期
保
険
証
ま
た
は
資
格
証

明
書
の
方
に
つ
い
て
は
、
直

接
役
場
ま
で
取
り
に
来
て
い

た
だ
く
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　

記
載
さ
れ
て
い
る
氏
名
・

生
年
月
日
・
住
所
な
ど
に
間

違
い
が
な
い
か
、
ま
た
、
加

入
者
に
間
違
い
が
な
い
か
確

認
し
て
く
だ
さ
い
。

　

有
効
期
限
の
切
れ
た
古
い

保
険
証
は
、
住
民
課
ま
た
は

富
来
支
所
ま
で
お
持
ち
い
た

だ
く
か
、
ご
自
身
で
破
棄
処

分
し
て
く
だ
さ
い
。

退
職
さ
れ
た
方
、
ま
た
は
、
就
職
さ
れ
た
方

国
保
加
入
・
喪
失
の
届
け
出
を
忘
れ
て
い
ま
せ
ん
か
？

◆
お
問
い
合
せ
◆

　

住
民
課　

国
保
年
金
係

　
　
　
　
　

32-

９
１
２
１

注　

社
会
保
険
等
に
加
入
手

続
き
し
た
の
に
、
ま
だ
社
会

保
険
の
保
険
証
が
手
元
に
な

い
方
は
、
保
険
証
が
手
元
に

届
い
て
か
ら
、
国
保
脱
退
の

届
出
を
し
ま
し
ょ
う
。
そ
の

間
、
医
療
機
関
へ
か
か
る
場

合
は
医
療
機
関
の
窓
口
で「
手

続
き
中
で
す
」
と
伝
え
て
く

だ
さ
い
。

注　

厚
生
年
金
や
各
種
共
済

組
合
等
の
年
金
を
受
け
ら
れ

る
方
で
、
そ
の
年
金
加
入
期

間
が
20
年
以
上
、
も
し
く
は

40
歳
以
降
の
加
入
期
間
が
10

年
以
上
あ
る
方
は
「
退
職
者

医
療
制
度
」
の
対
象
と
な
り

ま
す
の
で
、
年
金
証
書
も
お

持
ち
く
だ
さ
い
。

国民健康保険被保険者証




